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何故、the new capitalismが始まった社会においては、集団的自衛の必要性が高まるのか？ 
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　1991年のヨハネ・パウロ二世回勅『百周年』は、集団的自衛「権」を認めたのですか？　という質問が多くの読者から寄せられた。本題であるPartnership論からは少し外れるが、時宜にも適（かな）い、且つ、とても重要な話題なので論考を加えることにした。
　先に、答えを述べると、『いいえ。回勅「百周年」は、或る特定の集団的自衛「義務」は、回勅に述べられた新たな資本主義（the new capitalism）が始まると、社会の全構成員と国家とにとって重要となる、このことは「just」であると認めましたが、集団的自衛権（right of collective self-defense）については認めたわけではありません。この権利（right）を認めていませんし、この権利を正しい（right）と認めたわけではありません。』となる。
ここで重要なのは、「just」とは当事者間で正しいことを意味し、「right」とはnaturalに本質的に正しいこと --- あるいは、共通善により包摂されること--- を意味する、ということ。日本人には、「正しい」は「正しい」であって何種類も「正しい」があるわけではないが、西洋社会では「正しい」には二種類
、即ち、「人に依る」のと「人に依らない」のと二種類あることもシッカリと思い出しておこう。
もっと細かく言うと「三種類」だ。即ち、1) 人に依らないjust（つまりright）、2) 人に依るjustであって経過観察の後に「rightである」と判断されるもの、3) 人に依るjustであって経過観察の後に「rightではない」と判断されるもの、の三種類。これらは全て、その当初では「just」あるいは「justice」と表現できる。先週説明した「真贋判定困難」の用語で言えば、2)は「真作」justであり、3)は「贋作」justである、と言えよう。付け加えると、1)はrightだ。
もうひとつ、復習しておこう。それは、集団的自衛（collective self-defense）の「目的」は何かということ。皆さん思い出して下さい。そう、「目的」は自衛（self-defense）。集団を防衛することではなく「自衛」即ち自分を防衛すること。防衛対象は集団でなく自分だ。
ヒトラーの様な扇動の上手い贋者（にせもの）が現れても、決して、その歌い文句に流されない「しっかりした自分」を防衛することが「目的」だ。そしてこの様な「自衛」を集団的に行うのが、集団的自衛（collective self-defense）の意味するところ。これは何ら揺るがない。これもシッカリ確認してから、今週の論考を始めよう。

集団的自衛に関して述べた英文箇所は、第40段落の長い一文章：
Just as in the time of primitive capitalism the State had the duty of defending the basic rights of workers, so now, with the new capitalism, the State and all of society have the duty of defending those collective goods which, among others, constitute the essential framework for the legitimate pursuit of personal goals on the part of each individual.
この長い一文章を、私の和訳では、以下に示した様に六つの文章に分解した。：
1 例えばかつて、原始資本主義時代には、国家がthe basic rights of workers（労働者の基本権）をdefend（防衛）するduty（当事者間で取り決めた義務）を負っていました。
2 この防衛行為がjust（当事者間で、正しいこと）でした。
3 これと同様に、今この時代においては、上記の様な新たな資本主義（the new capitalism）が始まり、社会の全構成員と国家（the State and all of society）は、或る特定の集団的財を防衛する義務（duty of defending those collective goods）を負うことになるでしょう。
4 或る特定の集団的財とは、即ち、each individualがpersona的goal（目的）をlegitimate（地上世界の法において正当）に追求するにあたって殊更(ことさら)にessentialな（本質的で欠くことのできない）枠組みとなるcollective goods （集団的財）のことです。
5 この様な集団的財を防衛する義務を社会の全構成員と国家は負うことになるでしょう。
6 そして、今この時代においてはこの様な防衛行為がjustであると認められるでしょう。
和訳の要点は三つ。「Just asナニナニ, soコレコレ」構文と、with構文と、関係代名詞の限定用法。一つ目、Just as･･･については、コラム８７の脚注4を再掲しておこう。
--- 「Just asナニナニ, so コレコレ」という構文が、カトリック社会教説の文献では頻繁に使われる。Subsidiarity定義文にもこの構文が使われている。一般の英文なら「ナニナニとちょうど同様にコレコレと言える」と和訳すればよいが、カトリック社会教説の文献でこの構文が使われているときは翻訳に特別の注意が必要だ。即ち、Justが持つ「当事者達にちょうどピッタリ」「当事者間で、正しい」という、普段は隠れている元々の「意味」が前面に出てくる。つまり、「ナニナニがJust（ナニナニのケースにおいて正しいこと）であるのと同様に、コレコレもJust（コレコレのケースにおいて正しいこと）である」という意味で、この「Just asナニナニ, so コレコレ」構文が使われることが多い。 --- 
　実際に、文章②と文章⑥にこのJust as～,so～構文を和訳した跡を確認していただきたい。

二つ目、with構文。実は和訳に悩んだ。付帯なのか、条件なのか、仮定法なのか。
もし原文が「,with the new capitalism begun,」という様な具合に過去分詞を伴ったハッキリとしたwith付帯状況構文だったなら、文章③の主語は「･･･新たな資本主義が始まった社会の全構成員と国家は･･･」となる。この場合、文章⑤の主語も「新たな資本主義が始まった社会の全構成員と国家は」となる。
またもし、the State and all of societyの後にshouldが明示されてwith条件構文と分かれば、文章③は「･･･新たな資本主義が始まった社会の全構成員と国家は、或る特定の集団的財を防衛する義務を負わなければなりません」となる。またこの場合、文章⑤も「新たな資本主義が始まった社会の全構成員と国家は、或る特定の集団的財を防衛する義務を負わなければなりません」となる。
更にまた、原文は仮定法現在なのだとすると、文章③は、「もし、新たな資本主義が始まったならば、」となる。
実際の和訳は、「with節」が付帯・条件・仮定法のどれであっても、それなりに当てはまる様にした。即ち、「上記の様な新たな資本主義が始まり、社会の全構成員と国家は、或る特定の集団的財を防衛する義務を負うことになるでしょう。」とした。
三つ目、関係代名詞の限定用法。先行詞と関係代名詞の間にカンマが無いのが限定用法で、カンマがあるのが非限定用法。「those collective goods which～～」、このwhichの前にはカンマが無いので「限定用法」だ。

ここはとても重要な箇所だ。なぜなら、防衛すべき対象が、集団ではなくeach personaであることをハッキリと限定する箇所だからだ。即ち、長ったらしい「或る特定の集団的財を防衛する義務」を、スッキリと「集団的自衛（collective self-defense）をおこなう義務」に置き換えて良いことがハッキリと分かる。
原文を示す。防衛すべき対象は「those collective goods which, among others, constitute the essential framework for the legitimate pursuit of personal goals on the part of each individual」。和訳すると「each individualがpersona的goalをlegitimateに追求するにあたって殊更にessentialな枠組みである所の集団的財」。防衛すべき対象が、表面上はこの様な集団的財に見えるが、本当は、each personaであると分かる。

また、この「限定用法」の他にも二つ、防衛対象がeach personaであることをハッキリと限定しようとする工夫の跡が見て取れる。
一つ目は、先行詞のcollective goods にわざわざthoseを付けて「限定用法」であることを強調してある点だ。文法的にはこのthoseは必要ない。わざわざ付けているところに、ハッキリと限定しようとする意図が感じられる。

二つ目は、挿入句「, among others,」だ。「殊更に」という意味。ここにも、ハッキリと限定しようとする意図が感じられる。そもそもPost Secularismでは、用語：collective（集団）の意味に「each individualがpersona的goalをlegitimateに追求するにあたってessentialな枠組みとなる集団」という意味が、既に含まれるとていると考えている。従ってここでこの関係代名詞節つまりwhich以下の部分が、仮に無かったとしても、ほぼ同様の意味を表すことが出来る。違いは、「殊更に」が無いことだけ。なので、ここでわざわざ限定用法の関係代名詞節を使ったのは、「殊更に」を更に強調するためだと考えられる。つまり、自己実現にとって「殊更に殊更に」essentialな集団的財だけを防衛しろよ、と念を押しているのだ。
以上で、防衛対象が集団でなくeach personaであることがハッキリと限定されたので、以下、或る特定の集団的財を防衛する義務を、集団的自衛義務、と置き換えることにする。

以上三つをまとめると、「the new capitalismが始まったなら、社会の全構成員と国家は、集団的自衛義務を負うことになる。」と言っていることが分かる。「何故？」とここで読者は思うだろう。「the new capitalismが始まった社会においては、何故、集団的自衛の必要性が高まるのか？」と思うだろう。･･･少し説明しよう。

この理由は、先週号のまとめのパワポのD) 【真贋判定困難】とE) 【一つの真贋判定方法】を見てもらえば分かる。これらを以下に再掲すると：

A) 【超越性】：　「共通善」は、人知を超越した部分を持つ。
B) 【唯一無二性】：　somethingは、人によって異なる。
C) 【包摂性】：　全てのsomethingは、「共通善」に含まれる。

D) 【真贋判定困難】：　A)B)C)により、真贋判定困難というデメリットを生じる。
即ち、或る未知のsomething候補が「共通善」に含まれないことを、人間は既得知識によって判定できない。例えば、ヒトラーの活動をその当初からは排除しきれなかったが、この様な「危険」が伴う。
E) 【一つの真贋判定方法】：　或る未知のsomething候補が「共通善」に含まれることを、人間達のjust且つrightなclose collaboration（親密協業）によって確認できる。即ち、或る未知のsomething候補に複数人の賛同者が現れた場合、それが「共通善」に含まれると仮定してfairなjusticeを一時的に適用せず、賛同者達によるclose collaborationを容認ないし支援し、その成果が広く人々に受け入れられるかどうかを経過観察すれば、その真贋を判定できる。
もうお分かりだろうか。答えは、簡単に言えば「早期発見・早期撃退」のため。即ち、ナチス全体主義の様な贋作justを出来るだけ早期に見抜き、出来るだけ早期に撃退出来る様にするため。また、早期でなくとも「撃退」を確実に行うため。つまり一言で言えば、「真贋判定能力アップ」のために、集団的自衛の必要性が高まるのだ。･･･順を追って説明する。
the new capitalismとは簡単に言えば、あらゆるclose collaboration（親密協業）をそれが贋作just真作justであるかは問わずに、一時的にだが全て「共通善」に含まれると仮定して、fairなjusticeを一時的に適用せず、その成果が広く人々に受け入れられるかどうかを経過観察し、その真贋を判定していく経済運営方法のことだ。

この様な経済運営方法を採用するためには、その社会が真贋判定において高い能力を持っていなければならない。でないと、ヒトラーの様な贋者に席巻されてしまうからだ。

真贋判定能力が高い社会とは、どの様な社会だろうか？　その答えは、物理の用語を使うと簡単に言い表せる。答えを先に言うと、「弾性係数が大きく、降伏点の高い」社会だ。
固体の変形には二種類ある。弾性変形と塑性変形。荷重を取り除けば変形が元に戻るのが弾性変形。荷重を取り除いても元に戻らないのが塑性変形。現実の固体は全て、荷重が小さい内は弾性変形が起きるが、荷重が或る値を超えると塑性変形が始まる。塑性変形が始まる荷重を限界荷重とし、その時の変形を限界変形として、（変形量、荷重量）座表平面にその（限界変形量、限界荷重量）を座標とする点が「降伏点」。該座表平面上で（変形量、荷重量）が描く軌跡は、弾性変形を起こす範囲において、原点を始点とし降伏点を終点とする線分になるが、この線分の傾きを「弾性係数」と言う。

そう、「弾性係数が大きく、降伏点の高い」社会とは、イメージで言えば「重い荷重に耐えられるバネ」の様な社会だ。バネはバネでも、固くて粘り気もある鋼鉄で太い鋼鉄線を作り、その鋼鉄線で大きな螺旋を描かせて何重にも巻いたバネだ。鋼鉄線の太さも螺旋円のサイズもバネの全長も、三つとも大きなバネだ。
この様な、重い荷重にも耐えられるバネの様な社会が、真贋判定能力が高い社会だ。

真贋判定能力アップはどうすればできるのか？　その答えは、物理の用語を使えば、「弾性係数を大きくし、且つ、降伏点を高くすれば良い」となる。では実際の「社会」に当てはめるとどういう事かというと…。
社会を構成する個人と個人の間には、引力と斥力（つまりunite力とdiverse力）が働いている。この様な引力と斥力が釣り合って、即ち、この二つの力の大きさが等しくなって、社会が安定に構成される。個人と個人がある安定距離を保つ。即ち、両者間の関係性が安定に保たれる。外力が働いて、一時期離れても外力が取り除かれれば安定距離に復元し、一時期近づいても外力が取り除かれれば安定距離に復元する。その様な「復元力」が働く。

もうお分かりだろう。この復元力の大きさは、釣り合った引力と斥力の大きさが大きければ大きいほど大きく、小さければ小さいほど小さい。即ち、「弾性係数」が大きいとは、復元力が大きいことであり、斥力（または引力）が大きいことを意味する。
　もう一つ重要なのは、「復元力が働く範囲」。外力が働いて、個人と個人がどんなに遠く疎遠になっても、引力としての復元力が働いて安定距離に戻ることができる。また、個人と個人がどんなに近くなって、つまり、全体主義的になっても、斥力としての復元力が働いて安定距離に戻ることができる。この様に、復元力が有効に働いてくれる「範囲」が問題となる。
もうお分かりだろう、個人と個人の距離が変位すれば、社会全体も変形するし、個人と個人の距離が元に戻れば、社会全体も復元する。この様な復元力が働く最大の社会変形とその時の荷重（外力）を座標とする点が、社会における「降伏点」だ。
　社会における「弾性係数」を大きくするにはどうすれば良いのか？　これについては当コラムでは何回も触れているのでサラッと行く。

　United-diversity社会、Subsidiarity＆Solidarity社会、「人間の尊厳」＆「共通善」社会、これを目指せば、その社会の「弾性係数」は大きくなる。復元力は大きくなる。
例えば、西洋社会の様に、愛憎深い人間ドラマがソコラジュウで日常的に繰り広げられる社会のイメージだ。くっ付いたり離れたりする力、離合集散の力が大きな社会だ。
　社会における「降伏点」を高くするにはどうすれば良いのだろうか？　答えを先に言うと、「社会目標を達成困難なものにすればするほど、降伏点は高くなる。」、これが答えだ。
　例えば、Christianityで言うcommon good、つまり人智を超越した善、これを社会共通目標とすれば、その社会の降伏点は「無限遠」にあると言ってよいだろう。何しろ人智では達成できない目標なのだから。
　例えば、いっときソ連社会がユートピアと呼ばれたが、「それも人間が作ったもの。贋物だ」と疑うようなイメージだ。
　

ここまで説明すれば、もう分って頂けただろう。集団的自衛、即ち、「each individualがpersona的goalをlegitimateに追求するにあたって殊更にessentialな枠組みである所の集団的財」を防衛することは、斥力を強めることによって弾性係数を大きくし、persona的goalつまり「共通善に包摂される目標」を各人に課すことによって降伏点を高める。

従って、集団的自衛によって真贋判定能力はアップする。
以上で、「the new capitalismが始まったなら、社会の全構成員と国家は、集団的自衛義務を負うことになる」理由を理解していただけたことと思う。
さて、長いコラムも終盤に来た。ここらで、「TPPへの参加議論が進められない日本が、集団的自衛には参加しようと急ぐのは、とってもおかしい」という話をしよう。

どういう事かというと…。そもそも、条件「with the new capitalism」は日本に当てはまらない。即ち、回勅『百周年』に述べられた様な「新たな資本主義」が始まったとは日本は言えない。従って、集団的自衛の必要性について何か状況が変わったとは言えない。…はずだ。
「新たな資本主義」が明確に始まった米国が、日本に「おまえも早く集団的自衛に参加しろ」とセッツイテくるのは分からなくもないが、そのセッツキにはあくまで、日本が「新たな資本主義」を導入した後で応じれば良いことだと思う。TPPへの参加議論が進められない日本が、集団的自衛には参加しようと急ぐのは、とってもおかしな話だ。
「関税撤廃」を要求する米国を突っぱねるのに、日本の集団的自衛権を米国が容認してくれるという話は利用しようとする。これはおかしい。新しい葡萄酒は発酵力が強いので、古い革袋に入れると袋が張り裂けてしまうが、古い葡萄酒ならば古い革袋のままで良いはずだ。…オッと、古い葡萄酒のままで良いと言っているのではない。日本も新しい葡萄酒を作り始めなければならない。つまり…。
日本も中国の様に憲法にキチンと「人間の尊厳」を規定し、the new capitalism、即ち --- この20年余りで明らかになった様に --- partnership経済をキチンと導入する必要がある。然る後に、集団的自衛について検討する。この順番であらねばならないことは間違いない。

ウカウカしてると、日本よりも先に中国が、米国を中心とする「集団的自衛」陣営に参加してしまうかもしれない。そして、「人間の尊厳」を大事にする米国と中国がタッグを組んで、「人間の尊厳」を大事にしているとは言えない日本を、「集団的自衛」の名の下に、止むに止まれず攻撃してくるなんて事態も、将来絶対無いとは言い切れない。
最後に今週号のまとめとして、「回勅『百周年』の考え方からすれば、日本の集団的自衛「権」は否定されるだろう。」という話をしよう。否定の理由は三つある。
1. 日本には「新たな資本主義」は始まっていないのだから、集団的自衛の必要性は低い。
2. 日本の憲法には「人間の尊厳」がキチンと導入されていないのだから、多くの社会部門において、「fairなjusticeに優先し」且つ「each individualがpersona的goalをlegitimateに追求するにあたってessentialな枠組みとなる」ものごとは、存在しているとしてもそれを諸外国に対してlegitimateに（地上世界の法として）は主張できない。従って、日本の集団的自衛は容認されない。

3. そもそも、集団的自衛の義務（duty）がjustになることはあり得ても、集団的自衛がrightになることはあり得ない。従って、集団的自衛権（right）を主張する日本の集団的自衛の緊急性は容認することはできない。

ということになるだろう。

　なお、上記「3.」に関連して、カトリック社会教説（CST）では、「義務＝権利」とは考えていないことを申し添えておこう。つまり個別的に、権利になる義務もあり、権利にならない義務もある、と考えている。

回勅『百周年』第43段落には、「額に汗して日常の糧を得なければならないというobligation（責務）があるということは、同時に、そうする権利（the right to do so）があるということでもあります。」とあるが、ここではobligationという単語が使われていることに注意したい。

おおよそだが、right（権利）とobligationはnaturalに決まっていることだと考え、他方、dutyは地上世界（temporal world）で「仮に」決まっていることだと考えている。

　回勅『百周年』第40段落にある「the new capitalismが始まった社会において、集団的自衛義務はjustだ」という主張も、この地上世界でのことであり、天上世界ではこんなことは議論にもならないという具合にカトリック社会教説（CST）では考えているのだろう。
　今週は以上。来週も乞うご期待。
� justとrightの使い分けは、第35段落の「 --- debts must be paid（債務は返済されなければならない）という原則は確かにjustなことです。しかし、債務の返済を要求したり期待したりすることによって、そのpeoples全体を飢えと絶望に導く政治的選択を強要するのであれば、それはrightなこととは言えません。--- 」という箇所にもあったことを思い出しておこう。
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